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預金・貸出金・証券（連結）

預金科目別残高〔連結〕 （単位：百万円）

2022年度中間期末 2023年度中間期末
国内業務部門 国際業務部門 合　　計 国内業務部門 国際業務部門 合　　計

預

金

流 動 性 預 金 560,206 － 560,206 584,195 － 584,195
定 期 性 預 金 442,057 － 442,057 430,521 － 430,521
そ の 他 2,062 2,489 4,551 2,893 4,430 7,324

合　　　　　　　　　　　計 1,004,326 2,489 1,006,816 1,017,609 4,430 1,022,040
譲 渡 性 預 金 2,200 － 2,200 10,010 － 10,010

総　　　　　合　　　　　計 1,006,526 2,489 1,009,016 1,027,619 4,430 1,032,050

貸出金業種別内訳〔連結〕 （単位：百万円、%）

2022年度中間期末 2023年度中間期末
国内（除く 特別国際金融取引勘定分） 739,127 ( 100.00) 746,170 ( 100.00)

製 造 業 59,090 ( 7.99) 61,642 ( 8.26)
農 業 、 林 業 3,169 ( 0.43) 3,190 ( 0.43)
漁 業 3,940 ( 0.53) 5,596 ( 0.75)
鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 452 ( 0.06) 634 ( 0.09)
建 設 業 40,797 ( 5.52) 39,656 ( 5.31)
電気・ガス・熱供給・水道業 30,794 ( 4.17) 31,246 ( 4.19)
情 報 通 信 業 10,688 ( 1.45) 9,377 ( 1.26)
運 輸 業 、 郵 便 業 24,160 ( 3.27) 23,479 ( 3.15)
卸 売 業 、 小 売 業 98,943 ( 13.39) 98,154 ( 13.15)
金 融 業 、 保 険 業 35,069 ( 4.74) 42,333 ( 5.67)
不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業 112,999 ( 15.29) 114,609 ( 15.36)
各 種 サ ー ビ ス 業 114,339 ( 15.47) 112,455 ( 15.07)
地 方 公 共 団 体 88,907 ( 12.03) 85,697 ( 11.48)
そ の 他 115,774 ( 15.66) 118,095 ( 15.83)

特 別 国 際 金 融 取 引 勘 定 分 － －
合 計 739,127 746,170

金融再生法開示債権及びリスク管理債権〔連結〕 （単位：百万円）

2022年度中間期末（A） 2023年度中間期末（B） 増減（B）－（A）
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 4,695 6,138 1,443
危 険 債 権 25,183 25,880 697
要 管 理 債 権 1,392 745 △　 647

三 月 以 上 延 滞 債 権 － － －
貸 出 条 件 緩 和 債 権 1,392 745 △　 647
小 計 31,271 32,764 1,493

正 常 債 権 737,977 745,116 7,139
合 計 769,249 777,881 8,632

有価証券残高〔連結〕 （単位：百万円）

2022年度中間期末 2023年度中間期末
国内業務部門 国際業務部門 合　　計 国内業務部門 国際業務部門 合　　計

国 債 14,342 － 14,342 9,882 － 9,882
地 方 債 3,276 － 3,276 3,997 － 3,997
短 期 社 債 － － － － － －
社 債 184,185 － 184,185 191,516 － 191,516
株 式 16,822 － 16,822 15,695 － 15,695
そ の 他 の 証 券 38,709 53,257 91,966 33,847 40,484 74,331

合 計 257,335 53,257 310,592 254,939 40,484 295,423

(注) 1. 国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行及び連結子会社の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引は、国際業務部門に含めておりま
す。

2. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
3. 定期性預金＝定期預金＋定期積金
4. 連結会社間の取引に係る債権・債務につきましては、相殺消去のうえ記載しております。

(注) 1. 「国内」とは、当行及び連結子会社であります。
2. （　）内は構成比です。

(注) 1. 国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行及び連結子会社の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引は、国際業務部門に含めておりま
す。

2. 「その他の証券」には、外国債券を含んでおります。
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